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シンガポールにおける人口転換と最近の動向、今後の展望 

 

            分担研究者 菅 桂太 国立社会保障・人口問題研究所室長 

研究要旨： 

 シンガポールが発見されてから200年間の長期的な人口変動を

振り返り、人口増加率を自然増減と社会増減の要因にわけ、民族

別に観察した。その結果、シンガポールの人口史のなかで主要な

部分は移民が重要な役割を果たした「移民立国」であること、20

世紀に入り人口構造が成熟化するなかで自然動態の相対的な重要

性が増したことはすべての民族に共通するが、現代においても民

族間の人口変動要因には差異があること、出生率の相対的に低い

中国系やインド系で入国超過が多いことが民族構成は維持してい

ること等を確認した。また、とくにインド系の人口では戦前に生

まれ、第二次世界大戦中か直後までにシンガポールに入植した世

代において、現代においても高齢者についてみれば性比が高くな

っているが、インド系においてもシンガポール出身者の性比は通

常の出生性比の水準にあった。そのため、2010年代以後、高齢性

比も出生性比と同等の通常水準にあり、今後もこのような水準が

継続するものと考えられる。今後は（死別）女性高齢者の支援が

より重要性を増すものと考えられる。 

 

Ａ．研究目的 

 シンガポールは過去 200 年間におもに

移民によって形成された都市国家であ

る。本稿では、出生・死亡・人口移動と

いう人口変動要因のうち人口移動に着目

して、この領域における人口の長期変動

と民族格差を示す。2000 年代以後のシン

ガポールにおいても過去の人口移動の遺

物は残る。一例として、とくにインド系、

またマレー系の人口の年齢別性比が高齢

で顕著に高いことを示す。そして、高い

高齢性比が招く社会問題に言及する。最

後に今後の展望として、出生・死亡・国

際人口移動が（2015 年頃までの）過去の

趨勢にしたがって変化する場合のシンガ

ポール出身者比率の見通しを示す。 

 

Ｂ．研究方法 

 本研究は①シンガポール海峡植民地、

マラヤ連邦シンガポール、シンガポール

共和国における歴史的データに関する文

献研究、②政策志向的分析、③前出①の

人口学的データの整理・収集と実証的分

析からなる。 

 シンガポールについて国内で入手可能

な文献・データは限られており、現地調

査によって、国内では入手が困難な資料

の収集を行った。シンガポールにおける

歴史的データに関する調査と現状の把

握、今後の動向を見通すために、シンガ

ポールにおけるデータ収集と文献調査、

専門家からのヒアリング調査を実施し



 

 

た。これらの資料を整理・分析し、調査

報告書を作成した。 

 

（倫理面への配慮） 

調査実施の際には、調査対象者の人権と

プライバシーの保護には細心の注意を払

った。   

 

Ｃ．研究結果 

 シンガポールにおける最初の人口調査

は 1824 年 1 月に行われた（ただし、1871

年人口センサスより前に実施されたもの

の詳しい記録は残っていない）。1824～

1836 年の間に 10 回の人口調査が行われ

たが、その後は 1840 年、1849 年、1960

年と実施間隔が長くなっている。いずれ

も男女・民族別人口のみが調査されてお

りその他の情報はえられない。また、信

頼 性 に 欠 け る と さ れ る （ Saw 1970, 

pp.11-15; Saw 2012, pp.5-6, 337-338 によ

る）。 

 最初の近代的な人口センサスが実施さ

れたのは 1871 年で、その後シンガポール

では第 2 次世界大戦間期と建国（1965 年

8 月 9 日）直後を除き 10 年おきに人口セ

ンサスが実施されている。人口登録制度

が導入されたのは 1872 年である。 

 シンガポールにおける人口センサスに

よる外国人を含む総人口の規模は、過去

200 年間、幾何級数的に増加した。200 年

前はほとんどゼロだった地域の人口は

1870 年代に 10 万人を超え、1950 年代に

は 100 万人、2010 年に 508 万人になって

いる。1824～1840 年の人口成長率は年率

7.66～7.84％で、これは 9.2～9.4 年で人口

規模が 2 倍になるペースである。1840～

1860 年の人口成長率（年率）は 4.04～4.57

％に減速してるが、それでも 15.5～17.5

年で 2 倍になるペースであった。一定の

信頼に足るデータが収集され、出生・死

亡に関するデータが利用可能な 1881～

1891 年以後の期間についてみると、1891

～1901年の年率 2.25%（倍加年数=31.2年）

から人口成長率はゆるやかに加速し、

1947～1957 年に 4.42％（倍加年数=16.0

年）に達したが、1970～1980 年の 1.53％

（倍加年数=45.7 年）へ低下し、1980～

2010 年は 2.36～2.80%（倍加年数=25.1～

29.6 年）で推移している。人口増加率を

出生と死亡の差である自然増加率と人口

移動の寄与にわけてみると、戦後の一時

期（1947～1990 年）を除き、一貫して人

口移動の寄与が自然増減を上回ることが

わかる。1881～1921 年の社会増加率は

4.02～4.82%で、これだけで 14.7～17.6 年

で人口は 2 倍になるというペースである。

戦前・戦中の 1921～1947年は 1.95～2.58%

（倍加年数=27.2～35.9 年）は比較的高い

社会増加率があったが、戦後は移民受入

が強く制限され 1947～1970 年は 0.96～

1.14%（倍加年数=61.4～72.9 年）と急速

に低下し低水準になった。また第二次世

界大戦直後の移民は質的にも変容してお

り、中国やインドからの移民に対しマレ

ー半島からの移民の相対的重要度が増し

た。1970～1990 年は移民受入の引き締め

により 0.12～0.78%で非常に低い水準で

あった。しかし、1990～2010 年は 1.54～

1.93%（倍加年数=36.3～45.3 年）に再び

増加している。シンガポールの人口史の

なかで主要な部分は移民が重要な役割を

果たした移民立国といえる。 

 

Ｄ．考察 

 人口転換理論によれば、継続的な死亡

率の低下が起こると、人口増加と都市化

を引き起こし、この人口増加は意図的な

出生抑制の契機となり、出生率の低下を

招く（Dyson 2010）。シンガポールは都

市国家であり農村的な地域が存在しない



 

 

ため、人口転換を文字通りあてはめるこ

とはできない。また、シンガポールが発

見された時期がちょうど、周辺地域（や

移民送り出し国・地域）において死亡率

の継続的な低下が起こった時期と重なっ

たのかもわからない。しかしながら、シ

ンガポールの人口動態をみる限り、特徴

的なのは 19 世紀の粗出生率の水準は非

常に低く、自然増加率が-20‰を下回る大

きなマイナスであったが、人口構造の成

熟化とともに、20 世紀にかけて徐々に出

生率が増加し、20 世紀に入ってからは粗

死亡率も低下し始めることで自然増加率

はマイナス幅を縮小し、1920 年代に自然

増加率もプラスに転じて、20 世紀半ばま

で自然増加率は増加し続けたというパタ

ーンであろう。人口転換以前の都市にお

けるマイナスの自然増加率は他国にもみ

られるが、これほど著しい例はみられな

いだろう。 

 民族別にみると、1824～2015 年のシン

ガポールの人口はおおむね一貫して増加

しているものの、変化パターンは異なる。

これは中国系とマレー系の移民が（単身

男性の）労働移民に偏っているのに対し、

マレー系では歴史的に家族をともなう移

民が多かったことを反映している。中国

系の人口は 1824～1836 年は年平均 12～

13％、5～6 年で人口規模は 2 倍になると

いうペースで急増したが、19 世紀の終わ

りにかけて人口増加率は低下し、1881～

1947 年は 2.9～3.7％（倍加年数=19～24

年）というペースに安定している。これ

に対し、インド系の人口は増加スピード

の変化が非常に大きい。インド系人口の

1836～1860 年は 6%台の増加をしていた

が、1960～1871 年に減少し、1881～1901

年は 0.6～2.9%という低水準の増加、20

世紀に入ってからはビジネスサイクルに

連動し 10 年おきにゆるやかな増加と急

速な増加を繰り返している。マレー系に

ついては、1830～1836 年に 8％を超える

人口増加があったが、19 世紀の終わりに

かけて人口増加率は低下し、19 世紀の終

わりから 20 世紀初頭にはゼロ成長にな

った。さらにマレー系においては、シン

ガポールにおける人口構造の成熟化とと

もに自然増減が社会増減と比べ相対的に

重要になった 20 世紀に徐々に増加率を

上昇させている。そして、シンガポール

（民族総数）において自然増減が最大の

1947～1957 年は、すべての民族において

それ以前の 100 年程にはみられなかった

ような急速な人口増加を経験している。 

 民族別の人口増加の要因を自然増減と

社会増減にわけてみると、1970 年以後に

おいても、一貫した民族格差がある。中

国系の人口増加には 1970～1980 年につ

いては自然増が重要であったものの、自

然増の寄与には低下傾向がみられ、社会

増加の寄与が相対的に大きくなってい

る。社会増加の相対的な寄与の大きさは、

インド系の人口において顕著であり、

1980～1990 年以後の社会増加率は自然

増加率を上回っている。これらに対して、

マレー系の人口では 1970～1990 年まで

社会増加はマイナスで、1990～2010 年の

社会増加も非常に低水準である。 

 シンガポールへの移民はかつて男性に

偏っていたが、シンガポールにおいては

すべての民族で強い男児選好はみられ

ず、人口構造の成熟によって人口増減に

対する自然増減の寄与が相対的に重要に

なってシンガポール出生者の占める割合

が増加するのにしたがって人口の性比は

正常化したことを示唆する。 

 このような移民のもう一つの帰結とし

て、シンガポール出身者（もしくはシン

ガポールで初等教育を受ける人）の割合

を低下させることがあり、菅（2016）の



 

 

シンガポールにおける将来人口推計に 2

つの仮定を追加して、将来の（2015～2060

年の）シンガポール出身者の割合がどの

ような推移をするか試算した。シンガポ

ール出身者割合は 1970 年の 74.4％（外

国人を含む総人口に占める割合）から

1980～2000 年は 82.4～84.8％（在住人口

に占める割合、1980 年以後同じ）に上昇

したあと、2010 年の 77.2％に低下してい

た。過去の人口動態率の趨勢が継続する

ことを仮定する独自推計の結果によれ

ば、シンガポール出身者割合は 2060 年の

72.1%まで一貫して低下する。2000 年代

の後半に積極的な移民受け入れ政策がと

られたため、2000～2010 年にシンガポー

ル出身者割合は 5.2％ポイント低下した

が、2010～2060 年間のこの割合の低下幅

も 5.2％で同じになっている。確かに、

「独自」推計によるシンガポール出身者

割合の低下スピードはゆるやかである。

しかし、「移民立国」として歴史のある

シンガポールにおいても、2000 年代後半

の積極的な移民受け入れ政策は長期的に

継続できなかったことを考えると、「独

自」推計結果による 2010～2060 年の 50

年間の 5.2％ポイントというシンガポー

ル出身者割合の増加幅はシンガポール社

会に大きな変革を来す、慎重に検討する

に値するほど十分に大きな水準である可

能性がある。 

 

Ｅ．結論 

 インド系の人口では戦前に生まれ、第

二次世界大戦中か直後までにシンガポー

ルに入植した世代において、現代におい

ても高齢者についてみれば性比が高くな

っているが、インド系においてもシンガ

ポール出身者の性比は通常の出生性比の

水準にあった。そのため、2010 年代以後、

高齢性比も出生性比と同等の通常水準に

あり、今後もこのような水準が継続する

ものと考えられる。今後は（死別）女性

高齢者の支援がより重要性を増すものと

考えられる。 

 シンガポールでは 2000 年代後半に積極

的な移民受け入れ政策をとられた。しか

し、「移民立国」として歴史のあるシン

ガポールにおいても、交通渋滞や家賃の

急激な悪化、雇用情勢に対する有権者の

懸念等により長期的に継続できなかっ

た。恐らく、置き換え移民によって人口

構造を長期的に安定させることは困難で

あり、出生率を回復させシンガポール出

身者を増やすことが人口構造と社会経済

の安定に重要である（Koh 2010）という

教訓を得たといえよう。また、分析を通

じて、インド系男性は他の民族集団と比

べて、異民族結婚率が高く推移してきた

ことがわかった。これはマレー系男性の

婚姻率を低下させて可能性がある。シン

ガポールでは、2000 年代に入りとくに、

異民族間結婚や国際結婚が増加するな

ど、結婚パターンに顕著な変化がみられ

る。シンガポールのように婚外子が極端

に少ない社会においては、結婚の動向は

出生力変動に直結する重要な近接要因で

ある。今後の動勢を慎重に見守る必要が

あるだろう。 
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